


















策定値
最終目標

（2025年度）

2023
（令和5）年

度

2.1 豊田市自然観察の森における講座等の受講者数 環境政策課 4,767人 5,500人 4,382人

①目標通りに推移していない
②適正な啓発ができているため
③多様な学習プログラムの実施
④継続的に取組を実施

2.1
新たに整備された水辺や緑地等のふれあい空間の個所
数

公園緑地つくる課
2か所

（2018年度）
3か所

(2022 2025年度) 2か所

①目標通りに実施できている。
②計画的な公園整備を行ったため。
③街区公園２公園の整備を実施し３月まで
に開設した。
④土地区画整理事業地内の公園整備を中心
に整備を進めていく。

2.2 環境学習施設を利用した小学生の生物多様性の理解度 環境政策課
98.9％

（2018年度）
80% 95.60%

①目標通り推移
②適正な啓発ができているため
③学校対応
④継続的な発信

2.2
サイエンスミュージアムネットに登録された標本の数
（累計）

環境政策課
14,970件

（2016年）
40,000件 27,750件

①目標通り推移していない
②適正な対応ができているため
③継続した手続きの実施
④継続的な取組の実施

2.2 市民参加生き物調査における一般参加者数 環境政策課
927人

（2016年）
1,700人 566人

①目標通りに推移していない
②適正な啓発ができているため
③継続した周囲啓発の実施
④自然環境学習基幹プログラムとの統合及
び新方針での検討実施

2.3 生物多様性保全に関する活動団体数 環境政策課
24団体

（2015年）

35団体
（2024年度） 36団体

①目標通り推移
②適正な啓発ができているため
③継続した周囲啓発の実施
④継続的な周知啓発、取組の実施

2.4
人工林の間伐実施面積(年間)
※公有林等を除く

森林課 830 ha 1,200ha 866

（８総の健全な人工林づくり事業 ）
・林業事業体の労働力不足等もあり、間伐
目標面積には到達できなかった。
・今後は林業事業体の人材育成や効率的な
施業を支援し、間伐面積の増加させてい
く。

2.4
みどりのまちづくり推進事業補助金による緑地整備面
積

公園緑地つかう課 －

3,200㎡※1
（2021 2024年度） 480

①目標通りに実施できていない。
②普及啓発。
③HP、チラシにてPR
④継続実施。

2.5
自然共生に関する企業と地域・市民活動団体とのマッ
チング件数（累計）

環境政策課
年間4件

（2020年度） 年間5件 1件

①目標通りに推移していない
②意欲的な企業とのマッチングがひととお
り完了し、相談件数が減少しているため
③継続した周囲啓発の実施
④より積極的な周知啓発、取組の実施

2.5
山村部の暮らしに関する情報受信者数
（おいでん・さんそんセンターfacebookフォロワー
数）

企画課 1,640件 増加 2,513

①目標通り推移
②山村地域への移住希望者、関係人口の増
加
③山村地域の情報発信

2.5 経営耕地面積 農政企画課 3,381ha 維持 -

①－
②－
③農地の利用集積の促進及び担い手などへ
の機械設備導入補助と合わせ、ブランド化
や地産地食などの出口支援を実施。
④継続実施。

実績値 事業実施の分析
①目標通りに推移しているか、②左記の要
因、③令和5年度の取組状況、④今後の見
通し

施策の
柱

成果指標名 担当課

環境基本計画掲載目標値等

環境基本計画掲載事業に関する事業成果指標シート 資料3-1
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目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績

2.1 211 体験型自然観察会の充実 矢作川学校

小中高校・子ども会やコミュニティなどが開催す
る総合学習・環境学習への講師派遣により、川遊
びを通して川の自然や文化を守り継承する子ども
を育成する。

矢作川研究所
①自然観察会などの講師
②イベントやミニシンポジウム等の開催

①こども園や小学
校等での観察会講
師派遣
②ミニシンポジウ
ム等の開催

①こども園や小学
校等での観察会講
師派遣
②ミニシンポジウ
ム等の開催

①こども園や小学
校等での観察会講
師派遣
②ミニシンポジウ
ム等の開催

①こども園や小学
校等での観察会講
師派遣
②ミニシンポジウ
ム等の開催

①こども園や小学
校等での観察会講
師派遣
②ミニシンポジウ
ム等の開催

①こども園や小学
校等での観察会講
師派遣
②ミニシンポジウ
ム等の開催

①目標通りに推移
②毎年多くの観察会に講師を派遣出来ているため
③観察会の講師派遣、ミニシンポジウムのオンライン併用開催
④今後も観察会の講師派遣とミニシンポジウム開催を続けていく

2.1 211 体験型自然観察会の充実
自然観察の森を拠点とした自然環境
学習事業

自然観察の森において、自然に親しみながら自然
のしくみと機能を学ぶことができる自然体験講座
等を実施する。

環境政策課 自然観察会の実施
年間
50講座以上

110講座
年間
50講座以上

年間
104講座

年間
50講座以上

年間
50講座以上

①目標通りに推移している。
②計画に基づいた実施ができたため。
③指定管理者・ボランティア団体による講座を適正に実施した。
④年間計画に基づき実施する。

2.1 212 水や緑とのふれあい空間の形成 ため池整備事業
ため池において、老朽化及び大規模地震による決
壊や漏水を防ぐ改修に合わせ、保水機能の向上や
親水機能を持たせたため池の環境整備を行う。

農地整備課
水環境整備事業
ため池整備箇所数

ー ー ー ー ー 該当なし

2.1 212 水や緑とのふれあい空間の形成 身近な公園・緑地の整備
憩いと潤いをもたらす緑の空間の創出を実現させ
るため、環境に配慮した緑の拠点となる公園や緑
地を整備する。

公園緑地つくる課 整備進捗
街区公園整備１公
園

街区公園整備３公
園

街区公園整備２公
園

街区公園整備２公
園

街区公園整備４公
園

街区公園整備１公
園

①目標以上に実施できている。
②計画的な公園整備を行ったため。
③街区公園２公園の整備を実施し３月までに開設した。
④土地区画整理事業地内の公園整備を中心に整備を進めていく。

2.1 212 水や緑とのふれあい空間の形成 河畔環境整備支援事業

新たな治水整備などの河川事業に合わせて、河川
管理者と市とのタイアップにより、計画段階より
市民参加による河畔づくりを実施し、住民による
保全活動を促すとともに、新たな水辺愛護会の設
立に向けた支援を行う。

矢作川研究所
①地域ワークショップの開催回数
②ボランティア参加者数（のべ人数）

①4回
②100人

①3回
②23人

①4回
②100人

①2回
②11人

①4回
②100人

①4回
②100人

（８総の河畔環境整備支援事業 事業コード6310102）
①目標を若干下回る
②小規模団体を対象としたため、開催回数及び参加者数が減
③河畔づくりワークショップを実施
④河畔づくりワークショップを実施

2.1 212 水や緑とのふれあい空間の形成 多自然川づくり事業

河川改修工事において、自然の河川が持つ多様な
構造を尊重した工法を採用することにより、豊か
で多様な生態系を有する河川環境を創出する。

河川課 ①多自然川づくりの実施
①多自然川づくり
の実施

①実施
①多自然川づくり
の実施

①実施
①多自然川づくり
の実施

①多自然川づくり
の実施

①目標通りに推移している
②関係機関調整が円滑に行われているため
③準用河川大見川をはじめとして多自然川づくりを実施し、多様な生態系を有する河川
環境の創出を行っている
④これまでの取組を引き続き実施する

2.1 212 水や緑とのふれあい空間の形成 ふるさとの川づくり事業
地域住民の手による身近な小川の自然再生を通し
て地域の自然への愛着を醸成し、市民と共働で守
り続ける自然豊かな川づくりを実施する。

矢作川研究所
①取組河川数
②川づくりの参加人数

①1河川
②20人

①1河川
②110人

①1河川
②20人

①1河川
②18人

①2河川
②40人

①1河川
②20人

（８総のふるさとの川づくり事業 事業コード6310101）
①目標通りに推移
②計画通りに実施できたため
③川遊び体験会1回実施。3河川目の地元調整。
④2河川目を継続実施。3河川目実施に向けたワークショップ等の開催。

担当課事業概要
（計画の資料編に掲載する内容）

目標となる指標
となる項目

項目に関する数値または状況
事業の実績の分析
①目標通りに推移しているか ②①の要因 ③令和5年
度の取組状況 ④今後の見通し

2022（令和4）年度 2023（令和5）年度 2024（令和6）年度 2025（令和７）年度

施策の柱 施策番号 施策名 環境基本計画掲載事業

2024/6/21



環境基本計画掲載事業に関する事業管理シート 資料3-2

5 

7 

8 

9 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

B C D E F H N O P Q R S T U V X 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績

2.2 221 環境教育・環境学習の充実 自然観察の森の学校支援プログラム
自然観察の森において、自然環境学習プログラム
を充実させ、学校教育における自然体験学習を支
援する。

環境政策課
学校支援プログラム実施校数
基幹プログラムへのシフト

2025年度末
までに
全小学校/年間

4校
2025年度末
までに
全小学校/年間

13校
2025年度末
までに
全小学校/年間

2025年度末
までに
全小学校/年間

①概ね目標どおりに推移している。
②計画通りに実施したため。
③小学校や自然観察の森での対応を行った。
④継続して啓発し、実施校増加を目指す。

2.2 221 環境教育・環境学習の充実
ラムサール条約湿地を活用した環境
学習

ラムサール条約の各湿地に関わりの深い、地元小
学校に対して、50年後の人材育成も視野に、湿地
を活用した学習プログラムを実施する。

環境政策課
湿地学習プログラムの実施【地元３小学
校】

※上鷹見小プログ
ラム改善

実施 実施 4校で18回実施
プログラムを改善
し実施

（８総のラムサール湿地保全活用事業）
①目標どおりに推移している。
②計画通り実施したため。
③小学校4校で湿地学習を実施した。
④引き続き事業を実施する。

2.2 221 環境教育・環境学習の充実
新博物館における人と自然との関わ
りに関する展示

今後整備が予定される博物館において、人と自然
との関わりに関する展示をすることにより、市内
の自然の歴史を継承する。

博物館準備課

①展示内容の検討
②市民・企業・学校と連携した調査、資
料収集
③博物館周知活動の実施

①展示工事の検討
②資料50点
③2回

①実施できた
②資料200点
③6回

①展示工事の実施
②資料50点
③2回

①実施完了
②資料1000点
③10回

①博物館の開館
②資料50点
③開館イベントの
実施

①市民・企業・学
校と連携した展示
1回/年
②資料50点
③教育普及事業の
展開

（８総の博物館整備事業）
①実施できている。
②博物館開館準備に向けた市民連携活動を昨年度以上に実施することができた。
③市民・学校・企業と連携した調査・標本収集29回、市民周知活動 6回
④博物館開館に向けて事業を継続する。

2.2 221 環境教育・環境学習の充実 インタープリター・リーダー育成
自然観察の森等において、自然の解説を始め、豊
田市の環境が解説できる人材を育成する。

環境政策課
自然観察の森ボランティア養成講座実施
（講座数・参加者数）

ー 7回・のべ12人
年間
5回・延べ２０人

年間
6回・のべ9人

継続して実施

①概ね目標どおりに推移している。
②対象者に適切に周知ができた。
③ボランティア団体毎に募集を行った。
④引続き、養成講座を実施する。

2.2 221 環境教育・環境学習の充実 森林普及事業
森林に関し理解のある市民（森の応援団）を増や
す。

森林課
受講者数

目標 300人以上→（R3 ）150人
150 263 150 248 150 150

（８総の森林普及事業）
①目標通り
②新型コロナウイルス感染症に関する行動制限緩和に伴い、計画通りに講座を開催するこ
とができたほか、新しい体系の講座群を構築したことにより、新たなターゲット層に訴求
でき、参加者増につながった。
③「とよた森林学校」「とよたモリジャム」の２つの体系で森林環境教育講座を展開し一
定数の受講者を得たものの、運営管理に課題あったため令和６年度以降の再度体制の見直
しを実施。
④民間との新たな共働体制により、持続的な管理運営を目指す中で、森の応援団の増加を
図る。

2.2 222 自然環境調査の充実 希少種モニタリング調査
自然保全施策の基礎資料として市内における希少
種の生息・生育状況を把握するとともに調査デー
タを蓄積する。

環境政策課 モニタリング調査実施 ー 実施 調査結果整理 実施
新たなモニタリン
グ調査を開始

①目標通りに推移している。
②計画通り実施したため。
③モニタリング調査の4年間の結果を整理し、次期計画を作成した。
④長期的な継続を見据えた新たなモニタリング調査を実施する。

2.2 222 自然環境調査の充実 標本の適切な管理・活用
自然観察の森で所有する標本などを活用した企画
を実施する。

環境政策課
自然観察の森で所有する標本などを活用
した企画

ー 1回 年間２回以上 5回 継続して実施

①目標通りに推移している。
②計画通り実施したため。
③イベントでの企画を行った。
④標本の活用を実施していく。

2.2 223 市民参加型調査の推進 市民参加生き物調査
市内において、市民参加による生き物調査を実施
することにより、市民の自然への興味を喚起す
る。

環境政策課 一般参加者数 ー 988人 1500人 566人 ー

①目標通りに推移していない。
②昨年度まで実施していた、調査シート提出による標本等の懸賞を取りやめた結果、SDG
ｓポイント非会員からの提出数が大幅に減少したため、参加者数の集計に影響したと考え
られる。
③引き続き学校の授業での調査を行ったほか、協定協議会の企業やエコフルタウンと連携
した調査会を実施した。
④従来の生き物探しは自然観察の森による自然環境学習基幹プログラムと統合し、外来種
にかかる啓発を中心とした事業への変更を検討する。

2.2 223 市民参加型調査の推進 水生生物調査
小学校による水生生物調査の実施を支援すること
により、身近な川や自然への関心を高める。

環境政策課 水生生物調査の実施校数 ー 16校 ー 終了 -

①事業終了
②自然観察の森の事業と統合したため。
③実施していない。
④自然観察の森の事業に統合する。

2.2 223 市民参加型調査の推進 川しらべ

河川の状況を把握するため、市民と行政のパート
ナーシップのもと、市民感覚に即し、かつ客観的
に評価するため、共働調査による調査を実施す
る。

環境保全課 川しらべの参加者 250人 162人 250人 454人 250人 250人

①目標値を達成。
②小学校を中心に新規参加団体の獲得
③豊田市生涯学習出前講座に登録。水生生物調査の事後調査として学校へ架電し
PR。器材貸出（８河川174人）及び出前講座（７河川280人）を実施（重複河川
あり）。また、今年度初めて市主催で川しらべを行い、19人の参加があった。
④引き続き、豊田市生涯学習出前講座及び校務支援システム等を活用しPRする。

担当課事業概要
（計画の資料編に掲載する内容）

目標となる指標
となる項目

項目に関する数値または状況
事業の実績の分析
①目標通りに推移しているか ②①の要因 ③令和5年
度の取組状況 ④今後の見通し
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目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績

2.3 231 生物多様性保全活動の推進 ラムサール条約湿地保全事業
各湿地ごとに保全計画を策定し、当該計画に基づ
く管理及び調査を実施する。

環境政策課 各湿地保全計画事業の実施
上高集水域整備・
管理道設置

実施
恩真寺湿地保全計
画策定

恩真寺湿地保全計
画策定

矢並湿地基礎調査
恩真寺湿地集水域
整備(未定)

①目標通りに推移している。
②計画通り実施したため。
③恩真寺湿地保全管理計画を策定した。
④矢並湿地保全管理計画策定のための基礎調査を実施する。

2.3 231 生物多様性保全活動の推進 水辺愛護会活動

「ふるさとの川」の指定を受けた範囲内で、良好
な水辺空間の保全、活用、創造を目的に、清掃及
び草刈作業、生態系保全に必要な竹木の間引きを
行う。

河川課 水辺愛護活動の実施
①水辺愛護活動の
実施

①実施
①水辺愛護活動の
実施

①実施
①水辺愛護活動の
実施

①水辺愛護活動の
実施

①目標通りに推移している
②これまでと同様、愛護会の河川愛護意識が高いため
③河川愛護活動を実施している
④これまでと同様に引き続き愛護活動を実施する。

2.3 231 生物多様性保全活動の推進 共働による外来種防除活動
オオキンケイギクやミシシッピアカミミガメなど
の外来種の防除活動を、自治区や市民活動団体等
との共働により実施する。

環境政策課
オオキンケイギク防除活動をした自治区
数

年間
100自治区

97自治区
年間
100自治区

88自治区
年間
100自治区

年間
100自治区

①概ね目標通りに推移している。
②計画通りに実施したため。
③区長会の協力を得て、自治区での防除活動を実施した。
④区長会の協力を得て、自治区での防除活動を実施する。

2.3 231 生物多様性保全活動の推進
生きものと共生する地域づくり支援
事業

自然保護、ビオトープづくり、名木の管理等を行
う市民団体の活動に対して、資材の提供や講師の
派遣を行う。

環境政策課
生きものと共生する地域づくり支援団体
数

年間5件 4件 年間5件 4件 年間5件 年間5件

①概ね目標通りに推移している。
②計画通り実施したため。
③4団体に支給物品の提供及び学習会への講師派遣を行った。
④要望に応じて支援を行う。

2.3 232 既存制度による保全 森林計画制度
森林法に基づく森林計画制度や保安林制度によっ
て、地域森林計画対象民有林や都市近郊林などを
保全していく。

森林課 森林計画制度による事業の実施 ー ― ー － ー ー 届出等により適正な実施の指導等を行っているため、目標等の考えがなじまない。

2.3 232 既存制度による保全 緑地保全に関する制度
都市計画法の風致地区制度や都市緑地法の緑地保
全地域制度などを活用し、都市近郊林を保全す
る。

都市計画課
都市計画法の風致地区制度や都市緑地法
の緑地保全地域制度などを活用し、都市
近郊林を保全する。

適切な制度運用を
図り、都市近郊林
を保全する。

適切な制度運用を
図ることができ
た。

適切な制度運用を
図り、都市近郊林
を保全する。

適切な制度運用を
図ることができ
た。

適切な制度運用を
図り、都市近郊林
を保全する。

適切な制度運用を
図り、都市近郊林
を保全する。

具体的な事業はありません。

2.3 232 既存制度による保全 指定緑地制度
市街地における緑の保全条例に基づき、市街地に
おける緑地を保全する。

公園緑地つかう課 指定件数 - - - - - - ・現在、指定緑地を新たに設定していないため目標・実績はなし

2.3 232 既存制度による保全 農業振興地域制度
農業振興地域の整備に関する法律に基づき優良農
地を保全していく。

農政企画課 農用地区域内農地 5,121ha（2月末） - 5,100ha -
①②個別の開発申出に応じて農用地利用計画変更を行っているため、目標という考えが
なじまない。
③④法に基づく適切な制度運用をする。

2.3 232 既存制度による保全 開発行為に関する承認手続制度
周辺環境に影響を与える土地利用に関して、市条
例に基づき承認手続を行うことで、環境に配慮し
た開発を進める。

開発調整課 承認申請受付件数
110件
（令和3年度実績）

112件
（令和4年度実績）

112件
（令和4年度実績）

114件
（令和5年度実績）

114件
（令和5年度実績）

110件
（令和3年度実績）

①目標通りに推移している。
②開発事業手続条例の施行により、説明会の開催や要望書の提出を行うことで近隣住民
等が住環境の保全に関する意見を開発事業者に伝える機会を提供できた。
③令和５年度は、さらに事業者が事業説明時に使用する様式を追加作成し、周辺住民等
が行使できる権利を周知した。
④引き続き、条例の適切な運用により、良好な住環境の保全及び安全で快適なまちづく
りの実現を目指す。

担当課事業概要
（計画の資料編に掲載する内容）

目標となる指標
となる項目

項目に関する数値または状況
事業の実績の分析
①目標通りに推移しているか ②①の要因 ③令和5年
度の取組状況 ④今後の見通し
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目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績

2.4 241 健全な人工林づくりの推進 間伐事業
過密人工林内の植生等の回復やそれに伴う野生生
物の生息・生育環境の場を確保するため、人工林
の間伐を強力に進める。

森林課
人工林の間伐実施面積（ha）
※公有林等を除く
目標 400ha/年→（R3 ）1200ha/年

1200 879 1200 866 1200 1200
（８総の健全な人工林づくり事業 ）
・林業経営体の労働力不足等もあり、間伐目標面積には到達できなかった。
・今後は林業経営体の人材育成や効率的な施業を支援し、間伐面積の増加させていく。

2.4 242 市街地の緑地創出 緑化地域制度

都心中心部において、効果的に緑を創出していく
ために、一定規模以上の敷地内において、建築物
の新築や一定規模以上の増築を行う場合に、敷地
面積の一定割合以上の緑化を義務付ける。

公園緑地つかう課 件数 - ３件 - 2件 - - ・都心中心部の新築・増築件数に左右されるため、目標は無し

2.4 242 市街地の緑地創出 都心緑化創出
スタジアムアベニュー、グリーンプロムナード、
駅周辺エリアなどで官民連携による緑化を推進す
る。

公園緑地つくる課 事業完了 ー ー ー ー ー 事業完了

2.4 242 市街地の緑地創出 公共施設緑化の推進

公共施設緑化ガイドラインに基づき、環境に優し
い良好な都市形成に加え、環境モデル都市として
市が率先して緑化に取り組むことにより、官民共
働による緑化推進を図る。

公園緑地つかう課 指導件数 - 0件 - 2件 - - ・公共施設の新築・増築件数に左右されるため、目標は無し

2.4 242 市街地の緑地創出 民有地緑化の推進
市民や事業者との共働により民有地の緑化を促進
し、潤いをもたらす緑あふれる空間を創出する。

公園緑地つかう課
みどりのまちづくり推進事業補助制度実
施件数、緑化面積

5件800㎡ 2件250㎡ 5件800㎡ 4件480㎡ 5件800㎡ 5件800㎡
①目標通りに推移していない ②民間の緑化実施件数に左右される ③HP、チラシでの
PR ④４ ５件/年程度

2.4 243 水循環の推進 水道水源保全基金事業
水道使用量1立方メートル（1トン）あたり1円を
積み立て、水道水源林の間伐等により水源かん養
機能の維持向上や水質保全対策等を推進する。

森林課
人工林の間伐実施面積（ha）
※公有林等を除く
目標 400ha/年→（R3 ）1200ha/年

1200 879 1200 866 1200 1200
（８総の健全な人工林づくり事業 ）
・林業経営体の労働力不足等もあり、間伐目標面積には到達できなかった。
・今後は林業経営体の人材育成や効率的な施業を支援し、間伐面積の増加させていく。

2.4 243 水循環の推進 水道水源保全基金事業
水道使用量1立方メートル（1トン）あたり1円を
積み立て、水道水源林の間伐等により水源かん養
機能の維持向上や水質保全対策等を推進する。

（上下水）総務課

①市民向けPRイベント（現地見学会等）
の開催
②水質保全対策事業（上乗せ補助）の実
施

①イベント開催
②補助件数20件

①実施（計２回）
②９件

①イベント開催
②補助件数20件

①実施（計２回）
②12件

①イベント開催
②補助件数20件

①イベント開催
②補助件数20件

【市民向けPRイベント（現地見学会等）の開催】
①目標どおり実施できている。
②当初の予定どおり市民向けPRイベント（水源の森探検隊）を開催できているため。
③森の専門家を講師として招き、将来、山林所有者になる可能性の高い小原中学校及び
旭中学校の生徒・教職員を対象に現地見学（校外学習）を開催した。普段、身近にある
森の役割や間伐の重要性等について専門家から話を聞いたり、体験したりすることで、
森への関心も高まり、参加した生徒・教職員ともに好評であった。
④「将来の山林所有者」への意識付けという点からも有意義であると考えており、今後
も継続していく。
【水質保全対策事業（上乗せ補助）の実施】
①目標をやや下回っている。
②対象地区において単独処理浄化槽や汲み取り便槽から合併処理浄化槽へ切替える件数
自体が少なかったため。
③合併処理浄化槽設置業者に対して、下水道施設課と連携した説明会を開催し、対象地
域の切り替えの際には上乗せ補助が受けられる旨のＰＲを実施した。
④引き続き下水道施設課と連携して事業のＰＲに努める。

2.4 243 水循環の推進
雨水貯留浸透施設整備補助
浄化槽雨水貯留施設転用費補助

雨水の流出抑制効果、水循環機能の再生、雨水利
用を目的に、雨水貯留浸透施設設置に関して、そ
の工事費の一部を補助する。

下水道建設課

①雨水貯留浸透施設設置補助金交付申請
件数
②浄化槽雨水貯留施設転用事業補助金交
付申請件数

①38件
②8件

①37件
②2件

①38件
②8件

①31件
②0件

①38件
②8件

①38件
②8件

①雨水貯留浸透施設についてはほぼ目標通りだが、浄化槽転用が目標を下回っている。
②浄化槽を雨水貯留施設に転用した場合、貯留量が多く、そこまで必要とする市民が少
ないものと思われる。
③当市のホームページ及び定住促進用チラシの中で本事業の広報を行っている。
④下水道整備時の地元説明会等で補助制度のPRを行う。

担当課事業概要
（計画の資料編に掲載する内容）

目標となる指標
となる項目

項目に関する数値または状況
事業の実績の分析
①目標通りに推移しているか ②①の要因 ③令和5年
度の取組状況 ④今後の見通し
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目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績

2.5 251 生物多様性保全に係る企業の理解・
行動の促進

中間支援組織連携事業
生物多様性保全活動の実施を希望する企業と、地
域課題を抱える山村部の地域や市民活動団体等と
のマッチング支援を行う。

企画課 山村部地域とのマッチング支援の実施 40件 40件 35件 40件 40件

①目標を下回った。
②マッチングにつながる相談案件が少なかったため。
③事業内容の整理を行った。
④内容整理を行った交流マッチング・コーディネート事業の周知を図り、件数増をめざ
す。

2.5 251 生物多様性保全に係る企業の理解・
行動の促進

中間支援組織連携事業
生物多様性保全活動の実施を希望する企業と、地
域課題を抱える山村部の地域や市民活動団体等と
のマッチング支援を行う。

市民活躍支援課
（市民活動センター）

市民活動団体等とのマッチング支援の実施 - - - - 該当なし

2.5 251
生物多様性保全に係る企業の理解・

行動の促進
中間支援組織連携事業

生物多様性保全活動の実施を希望する企業と、地
域課題を抱える山村部の地域や市民活動団体等と
のマッチング支援を行う。

環境政策課 マッチングの実施件数  ー 0件 年間３件 1件 年間4件

①目標通りに推移していない。
②意欲的な企業とのマッチングがひととおり完了し相談件数が減少しており、マッチング
成立に至らなかったため。
③協定協議会参加企業などへ向けた継続的な周知啓発の実施
④引続き、多くの企業に向けてＰＲを行い、実施に向けた調整を進めていく。また、実施
済の企業についても定着するまではケアをしていく。

2.5 252 都市部と山村部との交流 空き家・空き地情報バンク

山村部等に存在する空き家について、賃貸もしく
は売却を希望する空き家の所有者と、田舎暮らし
を目指す移住希望者が出会えるよう、市が空き家
の情報提供と入居者の募集を行う。

地域支援課 成約件数 35件 33件 35件 28件 35件 35件

（８総 空き家情報バンク事業 7143101）
●実績の分析、環境変化
①目標成約件数を超えることはできなかったが、利用者登録者（移住希望者）数等から依
然として移住・定住への関心の高さがうかがえる。
②実績については、利用希望者に対して物件登録数が少なかったことが要因と考えられ
る。
③空き家の物件掘起こしに関する制度の整備（エンディングノートや新たな空き家情報バ
ンク制度のパンフレット作成など）や、空き家所有者向けのセミナーを実施した。
④人口減少等により空き家が加速度的に増加していくことが予想されるため、定住促進委
員会や宅建協会と連携して、空き家・空き地の掘り起こしに取り組み、空き家情報バンク
への登録、成約実績の増加を図る。

2.5 252 都市部と山村部との交流 豊田市山村地域等定住応援補助金
地域活動への参加を前提として、定住するための
住宅を取得した場合、住宅取得に要する費用の一
部を補助する。

定住促進課 山村地域等への住宅取得補助件数 55件 65件 63件 76件 73件 未定

（８総の定住者の住宅・宅地取得支援事業）
①目標通りに推移している。
②比較的都市部に近いエリアで安く宅地供給されており、需要があると考えられる。
③適正な補助金執行及び申請条件等について制度周知の徹底。
④引き続き補助事業を継続する。

2.5 252 都市部と山村部との交流 山村地域等空き家再生事業補助金
空き家情報バンクにより、賃貸借または売買契約
が成立した空き家に対して、改修に必要な経費の
一部を補助する。

地域支援課 交付件数 20件 24件 20件 23件 20件 20件

（８総 空き家情報バンク事業 7143101）
●実績の分析、環境変化
①目標値を超えることができた。
②空き家情報バンクに登録される空き家は、利用するにあたり改修が必要な物件が多いた
め、
それに付随して補助金の利用も多くなったと考えられる。
③窓口での相談対応時や空き家に関するセミナーなどを通して、補助金に関する制度の周
知を行った。
④空き家の掘り起こしを実施しながら、成約実績及び補助金制度利用の実績を増やしてい
く。

2.5 252 都市部と山村部との交流 「農ある暮らし」の推進
市民農園等の運営・開設支援及び農ライフ創生セ
ンターにおける家庭菜園向け初級農作物栽培技術
研修を実施する。

農政企画課

①市民農園利用率（年度末時点）
②農ライフ創生センター農作物栽培技術
研修（初級）の修了生の数（年度末時
点）

①95.5％
②1,138人

①94.3％
②1,100人

①96.7％
②1,172人

①94.9％
②1,147人

①98.0％
②1,204人

令和６年度に第３
次農業基本計画の
計画期間が終了す
るため、現時点で
は記載できない。

（8総の農とのふれあい推進事業）
①市民農園区画数については、閉園等により減少。利用率は増加傾向にあるが目標は未達
成。農ライフ修了生については増加傾向にあるが目標は未達成。
②市のホームページでの市民農園や農ライフ創生センターの研修に関する情報発信の効果
による。
③普及活動については、今後も継続実施。
④特になし

2.5 253 農村環境の保全 多面的機能支払交付金事業

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図
るため、地域の活動組織が実施する農地・農業用
地の草刈や景観植物の植栽・生き物調査等の農村
環境の保全に向けた取組を支援を行い、地域資源
の適切な保全管理を推進する。

農地整備課
①活動計画面積
②活動組織数

①2489ha
②75組織

①2488ha
②75組織

①2489ha
②75組織

①2480ha
②75組織

①2430ha
②70組織

①2430ha
②70組織

①ほぼ目標通りに推移している。
②交付金制度が浸透し、団体が活動に取り組んでいる。
③5年間の活動期間の内、5年目が38組織、2年目が37組織。計75組織が活動を実施。
④活動団体へ事業啓発および活動の補助を行い、継続的に活動できるよう支援する。

2.5 253 農村環境の保全 中山間地域等直接支払交付金事業
農産物の生産、環境保全、災害防止等の中山間地
域の農地の多面的機能を維持するため、集落ぐる
みで農地を保全する活動に対し支援を行う。

農業振興課 協定面積 783ha 784ha 783ha 794ha 783ha 783ha

①取組面積は目標を上回り、年々増加傾向。
②本制度を利用し新たな農地を耕作・維持管理をしていく集落が増えたため。
③継続して実施する。
④継続して実施する。

2.5 253 農村環境の保全 環境保全型農業直接支援対策事業
農業者等が、化学肥料・化学合成農薬を原則５割
以上低減する取組とセットで有機農業等の営農活
動に取組む場合に対して支援を行う。

農業振興課 取組面積 6211a 10104a 6211a 10644a 6211a 6211a

①取組面積は目標を上回り、年々増加傾向。
②消費者の有機作物の需要が増えているため。
③継続して実施する。
④継続して実施する。

担当課事業概要
（計画の資料編に掲載する内容）

目標となる指標
となる項目

項目に関する数値または状況
事業の実績の分析
①目標通りに推移しているか ②①の要因 ③令和5年
度の取組状況 ④今後の見通し

2022（令和4）年度 2023（令和5）年度 2024（令和6）年度 2025（令和７）年度
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